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要旨：非イオン系界面活性剤を主成分とする収縮低減剤を使用したコンクリートは，耐凍害性が著しく低下

する傾向が認められている。凍害の駆動力と考えられる凍結水量の減少を目的として，疎水性化合物をコン

クリート中に導入する改良型収縮低減剤を開発し，その改善効果を室内試験および実機試験にて確認した。

その結果，大幅な収縮低減効果と良好な耐凍害性を兼備した性能が確認された。化合物の特性上，遅延性や

ベースコンクリートの空気量へ及ぼす影響も従来の収縮低減剤よりも軽微であり，収縮低減コンクリートの

ハンドリング改善効果が認められた。 
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1. はじめに 

 社会的背景及び関連法律の整備により鉄筋コンクリ

ート造構造物の早期劣化が社会的問題として注目を受

けている。 特に種々の耐久性劣化を促進するひび割れ

に対しての関心が非常に高まり，収縮低減材料の一つで

ある収縮低減剤（以下 SRA）もひび割れ対策の一方策と

して非常に期待されている。一方で，SRA を用いた生コ

ンクリートの配(調)合設計／製造方法が確立されていな

い現状や工業標準化に基づく規格がないこと，乾燥材齢

２６週時の乾燥収縮量と実構造物のひび割れの関係性

が不明瞭である等の課題も抱えている。 

 市販される SRA は，図－１に示す非イオン系界面活性

剤であるアルキレンオキシド重合体を主成分とするも

のが大半を占める。化合物中の疎水基部の炭素数やエチ

レンオキサイドおよびプロピレンオキサイドの付加モ

ル数，ランダムかブロックによる重合方法，末端のアル

キレンオキシドの種類により SRA の性能は変化する。市

販される SRA は，常温で液状，水溶性を保つように設計

されている。何れの市販 SRA も一般的な低分子量の非イ

オン系界面活性剤の基本的性質を有しており，この性質

はコンクリートに及ぼす影響に直結す

る。図－２に非イオン系界面活性剤と

SRA の基本的性質を示す。 

SRA がコンクリートに及ぼす代表的

な影響として，空気泡への影響が挙げら

れる。化合物の特性からも推察できるよ

うに，消泡および起泡作用を有する上，

AE 剤で導入した気泡を破泡，粗大化さ

せてしまう傾向が認められている 1)。そ

のため，生コンクリートの品質調整が困

難となるケースが多い。また，添加量に応じて収縮低減

効果を発揮するものの，収縮低減率を 15%以上確保した

場合は，凍結融解抵抗性 2)が著しく損なわれてしまう。 

 そこで，筆者らは化合物ベースから鋭意検討し，疎水

性化合物を組成することで，ハンドリングに優れ，耐凍

害性を確保した改良型 SRA を開発 1)した。本報告では改

良型 SRA をコンクリートに使用した際の諸性能につい

て報告する。 

 

2. 実験概要 

2.1 実験種別 

シリーズⅠでは，室内試験におけるフレッシュ性状お

よび耐久性を報告する。シリーズⅡでは，改良型 SRA の

実機試験結果を報告する。SRA は従来使用されている(高

性能)AE 減水剤等とは異なり，標準添加量が m3あたり 4

～12kg 程度と非常に多い。そのため，単位水量の一部と 
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図－１ 市販ＳＲＡの構造 
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して添加した場合と配(調)合の外割りで添加した場合で

は，大きくコンクリートの性能が変化する。本実験では，

シリーズⅠでは配(調)合の外割りで，シリーズⅡでは，

両方法で SRA を添加し，試験を行なった。 

2.2 シリーズⅠ(室内試験) 

 コンクリートの目標品質は，SL=18～21cm，Air=4.5～

6.0%とした。空気量は AE 剤の添加量にて調節した。ま

た，環境温度 10，20，30℃で試験を行い，空気連行性お

よび遅延性の温度依存性を確認した。 

(1) 使用材料およびコンクリートの配(調)合 

セメントは普通ポルトランドセメント 3 種等量混合

(密度 3.16g/cm3)，細骨材は掛川産山砂(密度 2.58 g/cm3，

吸水率 2.29%)，粗骨材は青梅産砕石(密度:2.65g/cm3,吸水

率:0.60%,実積率:62.5%)を使用した。空気量の調整はロジ

ンカリウム塩系 AE 剤を用いた。表－１に使用した SRA，

表－２にコンクリートの配(調)合を示す。 

(2) 測定項目 

フレッシュコンクリートの試験項目は，スランプ(フロ

ー)試験，空気量，凝結時間試験とし，それぞれ JIS A 

1101:2005，JIS A 1128:2005，JIS A 1147:2007 に準拠した。 

表－３に耐久性試験項目を示す。 

 2.3 シリーズⅡ(実機試験例 1) 

 SRA は配(調)合の外割として添加した。SRA コンクリ

ートの製造手順は，SRA をアジテート車内のベースコン

クリートに投入し，中速で 30sec.攪拌した。 

(1) コンクリートの設計条件 

 呼び強度 36-18-20N をベースコンクリートとした。セ

メントは普通ポルトランドセメント(密度 3.15g/cm3)，細

骨材は陸砂(密度 2.58 g/cm3)と砕砂(密度 2.69 g/cm3)の等

量混合，粗骨材は砕石 2005(密度:2.69g/cm3)である。空気

量の調整はロジンカリウム塩系 AE 剤を用いた。表－４

にコンクリートの配(調)合を示す。 

(2) 測定項目 

 表－５に試験項目を示す。 

2.4 シリーズⅡ(実機試験例 2) 

 改良型 SRA は単位水量の一部として添加した。予め

SRA の添加量を減じた単位水量でベースコンクリート

を製造し，実機試験例 1 と同様の手順で SRA コンクリー

トを製造した。 

(1) コンクリートの設計条件 

 呼び強度 30-18-20N をベースコンクリートとした。セ

メントは普通ポルトランドセメント(密度 3.15g/cm3)，細

骨材は陸砂(密度 2.66 g/cm3)，粗骨材は砕石 2005(密

度:2.63g/cm3)である。空気量の調整はロジンカリウム塩

系 AE 剤を用いた。表－６にコンクリートの配(調)合を

示す。 

(2) 測定項目 

 圧縮強度試験，長さ変化試験および凍結融解試験をそ

れぞれ JIS A 1108:2006，JIS A 1129:2001，JIS A 1148:2001

に準拠し実施した。 

 

3. 試験結果報告 

3.1 シリーズⅠ(室内試験) 

 表－７にフレッシュコンクリートの試験結果を示す。

配(調)合の外割で SRA を添加することで，コンクリート

の構成材料中の液体比率が増加し，スランプが添加量に

応じて増加する。多量に SRA を添加する場合には留意す

る必要がある。図－３に SRA 添加量と目標空気量となる

AE 剤添加率の関係(20℃)，図－４に SRA 添加量とベー

スコンクリートとの始発時間差の関係(20℃)を示す。 

表－1 ＳＲＡの概要 

種別(記号) 概要 

改良型収縮低減剤 (Ad-SRA) 
炭化水素系化合物及びグリコー

ルエーテル系誘導体等多成分系

収縮低減剤 (SRA-A) 
非イオン系界面活性剤  

R－O－(EO)n／(PO)m－H 

R:アルキル基および水素基 

収縮低減剤 (SRA-B) 
収縮低減剤 (SRA-C) 

非イオン系界面活性剤 (SA-A) 
非イオン系界面活性剤 (SA-B) 

表－3 耐久性試験項目[室内試験] 
項目 試験方法・養生方法 

圧縮強度試験 JIS A 1108:2006 に準拠,標準養生 
長さ変化試験 JIS A 1129:2001 に準拠,前養生 1W 標準養生

凍結融解試験 JIS A 1148:2001 に準拠,前養生 4W 標準養生

気泡組織 ASTM C 457-98 に準拠，ﾘﾆｱﾄﾗﾊﾞｰｽ法 

表－2 コンクリートの配(調)合[室内試験] 
W/C 
(%) 

s/a 
(%) 

嵩容積 
(m3/m3) 

単位量(kg/m3) SRA 
( kg/m3) 

Total
(L)

WRA*

( kg/m3)W C S G 

50.0 44.1 0.60 178 356 759 986 4～10 
1000

+SRA
3.56 

練混ぜ方法：1/2S+C+1/2S→10sec.→W+AD→60sec.→G→90sec.
→SRA 投入→30sec.→排出 ＊AE 減水剤標準形Ⅰ種 

表－6 コンクリートの配(調)合[実機試験 2] 
W/C
(%)

s/a 
(%)

単位量(kg/m3) Ad-SRA 
( kg/m3) 

Total
(L)

WRA*

( kg/m3)W C S G 

47.0 44.1
168

366 801 963 
4.0 

1000 3.66 
164 8.0 

＊AE 減水剤標準形Ⅰ種 

表－4 コンクリートの配(調)合[実機試験 1] 
W/C
(%)

s/a 
(%)

単位量(kg/m3) SRA 
( kg/m3) 

Total
(L)

HWRA*

( kg/m3)W C S G 
44.0 44.9 170 386 776 982 8.0 1008 3.86 

＊高性能 AE 減水剤標準形Ⅰ種 

表－5 測定項目[実機試験 1] 
項目 概要 

圧縮強度  
JIS A 1108:2006 に準拠 
標準養生，材齢 3～91 日 

静弾性係数 
JIS A 1149:2001 に準拠 
標準養生，材齢 3～91 日 

乾燥収縮試験 JIS A 1129:2001 に準拠,前養生 1W 標準養生 

凍結融解試験 JIS A 1148:2001 に準拠,前養生 4W 標準養生 
気泡組織 ASTM C 457-98 に準拠，ﾘﾆｱﾄﾗﾊﾞｰｽ法 
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図－４ SRA添加量と始発時間差の関係
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図－３ SRA添加量とAE剤添加率の関係

図－３に示すように，SRA 添加量の増加に伴い目標空気

量となる AE 剤添加率は増加する。消泡性のある非イオ

ン系界面活性剤を主成分としていることが原因と考え

られる。Ad-SRA に関しては従来の SRA よりも空気連行

性に及ぼす影響が小さい結果となった。図－４に示す

SRA の遅延性に関しても，SRA 添加量の増加に伴い凝結

時間は遅延する。Ad-SRA は，従来の SRA よりも遅延性

が改善されている。 

図－５に環境温度と目標空気量となる AE 剤添加率の

関係(SRA10kg/m3)，図－６に環境温度とベースコンクリ

ートとの始発時間差の関係(SRA10kg/m3)を示す。SRA を

添加した場合，温度が高温になるほど目標空気量となる

AE 剤添加率は増大し，遅延性は減少する。非イオン系

界面活性剤の特徴である温度依存性が顕著に現れたた
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図－５ 環境温度とAE剤添加率の関係(SRA=8kg/m
3
)
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図－６ 環境温度と始発時間差の関係(SRA=8kg/m
3
)

めである。一方で，Ad-SRA も傾向は従来の SRA と同様

であるが，温度依存性は改善されている。 

 表－８に圧縮強度試験結果，図－７に SRA 添加量と圧

縮強度比の関係(20℃-材齢 28 日)を示す。本実験のよう

に，配(調)合の外割りで SRA を添加した場合，SRA 添加

量の増加に伴い圧縮強度比は低下する。材齢 28 日では，

SRA4kg で±5%，SRA8kg で 5～10%，SRA10kg で 15%

程度の強度低下が認められる。また，材齢の進行ととも

に強度の回復は確認できるが，8kg 以上の SRA 添加量で

は材齢 91 日においてもベースコンクリートの強度には

達しない。Ad-SRA の強度発現傾向は従来の SRA と同等

である。図－８に示す圧縮強度と静弾性係数の関係(環境

温度 20℃)は， SRA 添加による影響は確認できない。 

図－９に乾燥期間と長さ変化の関係，図－１０に乾燥

期間と長さ変化比の関係，図－１１に SRA 添加量と長さ

変化比の関係を示す。図に示すように，何れの SRA も良

好な収縮低減性能を示す。図－１１に示すように収縮低

表－７ フレッシュコンクリート試験結果 

種別 
SRA 

(kg/m3) 

試験結果 凝結時間差(min)
SL 

(cm) 
Flow 
(mm) 

Air 
(%) 

C.T. 
(℃) 

始発 終結

Base ― 19.0 310 5.4 21.0 ― ― 

Ad-SRA 
4.0 18.0 295 5.0 21.0 25 15 
8.0 19.0 310 5.0 21.5 40 45 
10.0 19.5 340 4.5 21.5 50 55 

SRA-A 
4.0 19.5 340 5.5 21.0 45 45 
8.0 19.5 335 5.2 21.0 80 110 
10.0 20.5 365 6.0 22.5 125 150 

SRA-B 
4.0 19.0 320 5.4 21.0 35 40 
8.0 18.0 310 4.5 21.0 95 110 
10.0 20.0 345 5.1 22.5 110 125 

SRA-C 4.0 19.0 315 5.4 21.5 40 40 
SA-A 4.0 18.5 310 6.0 21.0 50 45 

SA-B 
4.0 19.5 330 6.0 20.5 20 50 
8.0 20.5 365 5.3 20.0 65 70 

表－８ 圧縮強度試験結果(環境温度２０℃) 

種別
SRA 

(kg/m3)
圧縮強度(N/m3) 圧縮強度比(%) 

7 日 28 日 91 日 7 日 28 日 91 日

Base ― 34.1 45.1 51.5 100 100 100 

Ad-SRA
4.0 32.0 43.8 52.0 94 97 101 
8.0 32.7 41.1 49.3 96 91 96 
10.0 28.6 38.4 45.3 84 85 88 

SRA-A
4.0 32.0 45.6 55.5 94 101 108 
8.0 30.6 42.0 49.0 90 93 95 
10.0 26.6 37.9 44.8 78 84 87 

SRA-B
4.0 34.7 42.9 49.9 102 95 97 
8.0 32.3 42.4 50.2 95 94 98 
10.0 25.5 38.4 44.2 75 85 86 
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図－８ 圧縮強度と静弾性係数の関係

減効果は乾燥初期に大きく，材齢の進行と共に減少する。

言い換えれば，SRA を使用したコンクリートは乾燥初期

の収縮速度が遅延し，乾燥期間の進行に伴い徐々にベー

スコンクリートに収縮が追いついてくる乾燥遅延効果

を持つ。また，添加量の増加に伴い収縮低減効果は大き

くなるが，SRA の種別によっては添加量 8kg/m3 程度か

ら収縮低減効果の限界が確認できる。Ad-SRA は従来の

SRA と同程度の収縮低減効果を示し，添加量に応じた収

縮低減効果を発揮することが確認された。 

 図－１２にサイクル数と相対動弾性係数の関係，図－

１３に長さ変化比と耐久性指数の関係，図－１４に気泡

間隔係数と耐久性指数の関係を示す。図－１２に示すよ

うに，非イオン系界面活性剤(SRA,SA)を添加することで

コンクリートの耐凍害性は著しく低下する。耐凍害性が

良好とされる 300 サイクルで相対動弾性係数 60%を満た

すものは，SRA-C および SA-A の添加量 4kg のみであっ

た。一方，Ad-SRA は添加量に関わらず非常に優れた耐

凍害性を示している。図－１３に示す乾燥材齢 26W 時の

長さ変化比と耐久性指数の関係は，SRA および SA は収

縮低減率15%程度を閾値として急激に耐久性指数が低下

していることがわかる。一方，Ad-SRA は，収縮低減率

の増加と共に耐久性指数は低下するものの，収縮低減率

を約 30％程度確保しても，良好な耐凍害性を示す。図－

１４に示す耐凍害性の一般的な指標となる気泡間隔係

数と耐久性指数の関係は，両者の関係性に明確な傾向は

伺えず，気泡間隔係数 250μm 以下でも耐凍害性を満足

しないものや， 250μm 以上でも耐凍害性を確保
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図－１０ 乾燥期間と長さ変化比の関係

図－９ 乾燥期間と長さ変化の関係

図－１１ SRA添加量と長さ変化比の関係

している SRA および SA が確認できる。SRA を用いた場

合は，気泡間隔係数では耐凍害性を評価できないことが

わかる。表－９に耐久性指数と気泡組織試験結果を示す。

SRA の混入に伴い気泡組織が変化している。SRA および

SA の組成により異なるものの，AE 剤で導入した空気泡

を粗大化，若しくは合一化させて，空気の品質を低下さ

せており，非イオン系界面活性剤の基本的性質が現れて

いる。Ad-SRA はベースコンクリートの気泡の品質に影

響を及ぼさないことが確認できた。 

非イオン系界面活性剤を混入することで，耐凍害性が

著しく低下する原因は，①凍結水量の増加 1)，②気泡間

隔係数の増大，③気泡の無効化が想定される。凍結水量

の増加は，毛細管空隙量の増加 1)3)および水分子と水和物

表面間の相互間力が弱くなることで凍結時に氷晶に補

足される水が増加すると考えられる。また，凍結時にお

ける気泡の役割は，氷晶の成長に伴い未凍結水を気泡内

に押出し，膨張圧を緩和することで説明できる。気泡間

気泡間隔係数と耐凍害性に関係性が認められるのは，凍 
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図－１５ Ad-SRAの形態
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図－１３ 長さ変化比と耐久性指数の関係
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図－１４ 気泡間隔係数と耐久性指数の関係

結時にセメントペース

トのどの位置からも，未

凍結水が移動可能な一

定距離内に気泡が存在

すれば，膨張圧を緩和で

きるためである。良好な

気泡間隔係数であって

も耐凍害性が低い理由

は，SRA を用いると未凍結水が気泡内に移動できない硬

化体組織を形成している可能性が考えられる。そのよう

な一時的閉塞水分量の増加は「その場凍結」による凍害

を受けやすくなる 4)。また，通常の気泡量では，膨張圧

を緩和しきれないほど凍結水量が増加している可能性

も考えられる。 

DSC や潜熱の測定結果 5)では，凍結時に単ピークが発

生する。飽水条件下の凍結融解試験は，コンクリート中

の水分は過冷却し，ある温度で一気に表面から内部まで

凍結する。図－１５に Ad-SRA を水中に分散させた形態

を示す。Ad-SRA の耐凍害性の改善効果は，連続する氷

晶の成長を調整されたサイズの疎水性化合物で遮断す

るためと考えられる。また，収縮抑制についても，「移

動することで収縮に直結する水分(拘束水)」の移動を疎

水性化合物が抑制していると推察している。 

3.2 シリーズⅡ(実機試験例 1) 

実機試験例 1 を報告する。表－１０に示すように，配

(調)合の外割で SRA を添加しているため，スランプおよ

びフローは増加している。図－１６に材齢と圧縮強度比

の関係を示す。室内試験と同様に SRA8kg 添加で約 15%

の低下率が認められた。図－１７に乾燥期間と長さ変化

比の関係，図－１８にサイクル数と相対動弾性係数の関

係を示す。両 SRA ともに良好な収縮低減効果を示してい

る。一方，凍結融解試験では，SRA-B の気泡間隔係数は

250μm 以下にも関わらず，室内試験と同様に極端な耐

凍害性の低下が確認でき，50 サイクル以内の早期に相対

動弾性係数 60%を下回る結果となった。Ad-SRA は，実

機試験においても良好な耐凍害性が認められた。 

3.3 シリーズⅡ(実機試験例 2) 

 実機試験例 2 では，Ad-SRA は単位水量の一部として

添加している。表－１１に示すように，スランプ，空気

量ともにベースコンクリートと同等である。また，

Ad-SRA の添加量を増加しても AE 剤の添加率はほとん

ど変化しない。図－１９に材齢と圧縮強度比の関係を示

表－９ 耐久性指数と気泡組織試験結果 

種別
SRA 

(kg/m3)
耐久性

指数

気泡組織 
ﾌﾚｯｼｭ 

空気量(%) 
硬化 

空気量(%) 
気泡間隔係数

(μm) 
Base ― 91 5.4 4.3 232 

Ad-SRA
4.0 97 5.0 5.0 198 
8.0 89 5.0 4.5 226 
10.0 76 4.5 4.3 224 

SRA-A
4.0 16 5.5 3.5 470 
8.0 15 5.2 4.3 313 
10.0 21 6.0 5.2 282 

SRA-B
4.0 15 5.4 5.1 196 
8.0 2 4.5 3.7 280 
10.0 6 5.1 4.5 315 

SRA-C 4.0 76 5.4 5.3 292 
SA-A 4.0 73 6.0 5.2 282 

SA-B
4.0 5 6.0 4.5 242 
8.0 3 5.3 4.7 238 

表－１０ 試験結果(実機試験例 1) 

種別
SRA

(kg/m3)

後添加

AE 剤

(%/C)

試験結果 硬化 
Air 
(%) 

気泡 
間隔係数

(μm) 
SL

(cm)
Flow 
(mm) 

Air 
(%) 

C.T. 
(℃) 

Base ― ― 18.0 310 5.0 20.0 ― ― 
Base ― ― 18.5 300 6.5 24.5 ― ― 

Ad-SRA 8.0 0.004 21.5 370 5.6 24.0 4.8 209 
Base ― ― 17.5 283 5.5 25.0 ― ― 

SRA-B 8.0 0.010 20.0 330 6.0 25.5 6.2 238 
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図－１６ 材齢と圧縮強度比の関係

図－１７ 乾燥期間と長さ変化比の関係

図－１８ サイクル数と相対動弾性係数の関係

す。単位水量の一部として添加したことで，圧縮強度の

低下は認められない。図－２０に乾燥期間と長さ変化の

関係を示す。図－２１にサイクル数と相対動弾性係数の

関係を示す。Ad-SRA の添加量に応じて良好な収縮低減

効果が発揮している。また，Ad-SRA を多量に添加して

も耐凍害性を確保している。 

 

4. まとめ 

 疎水性化合物を組成することで，収縮低減剤の耐凍害

性，空気連行性，遅延性，温度依存性を改善した改良型

収縮低減剤の諸特性を報告した。
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図－１９ 材齢と圧縮強度比の関係

図－２０ 乾燥期間と長さ変化の関係

図－２１ サイクル数と相対動弾性係数の関係  
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表－１１ 試験結果(実機試験例 2) 

種別 
SRA 

(kg/m3) 
AE 剤 
(%/C) 

試験結果 
SL 

(cm) 
Air 
(%) 

C.T. 
(℃) 

Base ― 0.016 19.5 5.3 14.0 

Ad-SRA 
4.0 0.020 19.5 5.4 14.0 
8.0 0.020 18.0 5.9 13.0 
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